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令和５年度「近畿府県不正軽油追放強調月間」(10月)の実施 

 

近畿２府４県(滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県)では、平成８

年度より、毎年 10 月を「不正軽油追放強調月間」と定め、一斉に抜取調査及び啓発

活動を実施しています。 

 

※不正軽油とは、県の承認を受けずに、軽油に灯油やＡ重油等を混ぜた油などをい

います。不正軽油の製造・販売・使用は、脱税にとどまらず、大気汚染、自動車

エンジンの損傷など、県民の健康や生活を脅かし、公正な市場競争を阻害する重

大な犯罪行為です。 

  

１ 期 間 

令和５年 10月１日(日)～31日(火) 

 

 

イ 事業所抜取調査 

石油製品の販売業者、軽油消費者等の事業所のタンクや車両から燃料油を抜

き取って分析し、不正軽油の販売・使用の有無等を調査します。 

-〔実施予定〕100カ所程度(本県実施分) 

 

※ 不正軽油の使用が判明した場合には、使用者から当該燃料油の購入・使用状況

を確認し、不正軽油の不買指導等を実施するとともに、流通経路などを調査の上、

課税処分等を行います。 

 

２ 内 容 

(１)抜取調査 

  ア 路上抜取調査 

国道、県道等で軽油を燃料とする自動車(ト

ラック、ダンプカー等)の燃料タンクから燃料

油を抜き取って分析し、不正軽油使用の有無等

を調査します。 

〔実施予定〕３カ所(本県実施分)  

神戸市での路上抜取調査 
(R4.10.12) 



(２)啓発活動 

ア 不正軽油撲滅ポスター及びチラシによる啓発 

全国の都道府県が共同で作成した不正軽油撲滅ポスター及びチラシについ

て、石油製品の販売業者、軽油消費者等の事業所、西日本高速道路㈱サービス

エリア、官公庁等への掲示や路上抜取調査での配布等を行います。 

(本県実施分ポスター2,417枚、チラシ 4,800枚) 

 

イ 各種広報媒体による啓発 

    県道路公社有料道路の道路情報板などを活用し、不正軽油追放を啓発します。 

 

３ 令和４年度調査実績(強調月間(10月)本県分) 

実施内容 箇所数 抜取本数 
うち不正軽油の 

疑い有り 

路上抜取調査  ５  ７８ １(1.3％) 

事業所抜取調査 １１５ １２７ ０(0.0％) 

計 １２０ ２０５ １(0.5％) 

年間 ５０３ ２１(4.2％) 

   

 

(参考１)不正軽油に関わる人はすべて罰せられます。 

不正軽油の製造、販売、使用はもちろん、不正軽油に使用されることを知りな

がらその原材料を提供・運搬した人、不正軽油を製造する場所を提供した人など

にも重い罰則が適用されます。 

なお、平成 23年８月 31日に施行された法改正により、罰則が大幅に強化され

ました。 

【罰則例】 

不正軽油を製造すると(地方税法第 144条の 33) 

→10年以下の懲役・罰金(個人：1,000万円以下、法人：３億円以下) 



(参考２)過去の悪質事例 

(１) 混和軽油の製造(令和２年) 

   需要家に対する抜取調査での不正軽油の発見を端緒として、県警と連携した内

偵調査を経て、県警、大阪府及び奈良県と合同調査を実施したところ、次の事実

が判明したので、関係者を逮捕、検察庁に告発した。 

  ・犯則法人Ａの代表者Ｂ及び元タンクローリー運転手Ｃは、共謀の上、兵庫県知

事又は奈良県知事の承認を受けることなく、奈良県にあるＤが経営する法人Ｅ

及び兵庫県にある販売先において、軽油とクマリンを除去した灯油を混和して

不正軽油を製造した。 

・Ｄが経営する法人Ｅの元従業員Ｆは、Ｄが経営する法人Ｅの業務に関し、犯則

法人Ａが兵庫県知事又は奈良県知事の承認を受けないで軽油と灯油を混和して

不正軽油を製造するための原材料に供されることを知りながら、Ｄが経営する

法人Ｅの敷地内においてクマリンを除去した灯油を犯則法人Ａに提供した。 

【確定判決】 

・犯則法人Ａ(製造承認義務違反) ：不起訴 

・犯則法人Ａ代表者Ｂ(       同       )：懲役１年６月(執行猶予４年) 

                              罰金 300万円 

・犯則法人Ａ元運転手Ｃ(     同     )：懲役８月(執行猶予３年) 

・法人Ｅ代表者Ｄ(製造承認義務違反供給者罰)：罰金 30万円（略式命令）（両罰） 

・法人Ｅ元従業員Ｆ(     同     )：罰金 30万円（略式命令） 

 

(２)混和軽油の製造・販売(平成 31年) 

   路上抜取調査での不正軽油の発見を端緒として、県警と連携した内偵調査を経

て、県警と合同で強制調査を実施したところ、次の事実が判明したので、関係者

を逮捕、検察庁に告発した。 

  ・犯則法人Ａの代表者Ｂ及び犯則法人Ｃの実質的経営者Ｄらは、共謀の上、兵庫

県知事の承認を受けることなく、兵庫県にある貯蔵施設の敷地内ほかにおいて、

軽油とクマリンを除去した灯油を混和して不正軽油を製造した。 

・犯則法人Ａの代表者Ｂ及び犯則法人Ｃの実質的経営者Ｄは、軽油に混和させる

灯油から識別剤クマリンを除去する等偽りその他不正の行為により、軽油引取

税を免れようと企て、軽油と灯油を混和した不正軽油を販売し、合計約２億３

千万円の軽油引取税を脱税した。 

【確定判決】 

・犯則法人Ａ(脱税、製造承認義務違反) ：罰金 1,200万円 

・犯則法人Ａ代表者Ｂ(    同    )：懲役２年６月(執行猶予４年) 

                      罰金 400万円 

・犯則法人Ｃ(     同       )：不起訴(起訴猶予) 

・犯則法人Ｃ実質的経営者Ｄ(  同   )：不起訴(起訴猶予) 

・犯則法人Ｃ代表者Ｅ(製造承認義務違反)：懲役８月(執行猶予３年) 



・会社役員Ｆ(     同      )：懲役１年(執行猶予３年) 

・会社役員Ｇ(     同      )：罰金 50万円 

・石油製品製造・加工法人Ｈ(  同  )：罰金 25万円 

・石油製品製造・加工法人Ｈ代表者Ｉ(同)：罰金 25万円 

・運送業者Ｊ(     同      )：罰金 25万円 

・運送業者Ｊ代表者Ｋ(   同    )：罰金 25万円 

 

(３)混和軽油の製造・販売(平成 27年) 

   不正軽油ホットラインへの通報を端緒として、県警と連携した内偵調査を経て、

県警と合同で強制調査を実施したところ、次の事実が判明したので、関係者を逮

捕、検察庁に告発した。 

・ 犯則法人Ａの代表者Ｂ、従業員Ｃ、運送業者Ｄ及び識別剤除去工場経営者Ｅは、

共謀の上、兵庫県知事及び奈良県知事等の承認を受けることなく、奈良県にあ

る識別剤除去工場の敷地内又は兵庫県ほかの販売先等において、軽油とクマリ

ンを除去した灯油を混和して不正軽油を製造した。 

・ 犯則法人Ａの代表者Ｂ及び従業員Ｃは、共謀の上、無承認で製造した炭化水素

油を自動車の燃料として販売していたが、混和させる灯油から識別剤クマリン

を除去するとともに、販売会社としてダミー会社を使うなどの偽りその他不正

の行為により、軽油引取税を申告納付せず約３億９千万円を脱税した。 

【確定判決】 

・犯則法人Ａ(脱税、製造承認義務違反):罰金 4,000万円 

・犯則法人代表者Ｂ(     同   ):懲役３年(執行猶予５年) 

・犯則法人従業員Ｃ(    同   ):懲役２年６ヶ月(執行猶予４年) 

・運送業者Ｄ       (製造承認義務違反)：懲役１年６ヶ月(執行猶予３年) 

・識別剤除去工場経営者Ｅ(  同  )：懲役１年６ヶ月(執行猶予３年) 

(４)混和軽油の製造・販売(平成 23年) 

不正軽油ホットラインへの通報及び消防からの情報提供等により、被牽引式タ

ンクローリーのタンク内において、不正軽油の製造等が行われている疑いを確認

した。調査を行ったところ、販売業者Ａは、製造場所所在地を管轄する兵庫県知

事の承認を受けず灯油とＡ重油を混和した不正軽油を製造し、また、販売業者Ｂ

及び石油類の運送業者Ｃは、販売業者Ａが上記の不正軽油を製造することを知り

ながら、原料油である灯油とＡ重油を提供、運搬していることが判明した。 

県警や消防とも連携し、強制調査を実施し、販売業者Ａ、販売業者Ｂ、運送業

者Ｃを逮捕、検察庁へ告発した。 

【確定判決】 

・販売業者Ａ(製造承認義務違反) 

：懲役１年(執行猶予３年)、罰金 80万円(法人：100万円) 

・販売業者Ｂ(原材料の提供) 

：懲役８月(執行猶予３年)、罰金 50万円(法人：60万円) 

  ・運送業者Ｃ(原材料の運搬) 

          ：罰金 50万円(法人：50万円) 



(５)バイオディーゼル燃料を用いた脱税(平成 21年) 

路上抜取調査にてトラックの燃料から不正軽油を発見。この不正軽油は使用済

み天ぷら油を精製したＢＤＦ(バイオディーゼル燃料)と灯油を混和した燃料で

あることが分かった。トラックの所有者Ａへ燃料を販売した業者Ｂについて調査

したところ、ＢＤＦと灯油を混和し、自動車用の燃料として販売を行い、軽油引

取税の脱税を繰り返していたことが判明。 

県警や消防とも連携し、強制調査を実施し、販売業者Ｂを逮捕、検察庁へ告発

した。 

【確定判決】 

・販売業者Ｂ：懲役２年(執行猶予３年)、罰金 1,000万円 

 

 


